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和み
なごみ

の話
わ

 年輪 

共用型指定（介護予防）認知症対応型通所介護 

重要事項説明書 

 

１ 指定通所介護等サービスを提供する事業者について 

法 人 名 社会福祉法人 朋和会 

代 表 者 氏 名 理事長 橋本 和典 

法 人 所 在 地 

（連絡先及び電話番号等） 

堺市南区御池台五丁２番２号 

電 話 番 号  ０７２－２９３－４８００ 

ＦＡＸ番号    ０７２－２９８－３３９６ 

法人設立年月日 昭和４９年３月２３日 

 

２ 共用型指定認知症対応型通所介護等サービス提供を実施する事業所について 

（１） 事業所の所在地等 

事 業 所 名 称 和み
なご

の話
わ

 年輪 

介 護 保 険 指 定 

事 業 所 番 号 
２７７０１０２７３５ 

事 業 所 所 在 地 堺市南区御池台五丁２番２号 

連 絡 先 

相 談 担 当 者 名 

電話  ０７２－２９３－４８００ 

ＦＡＸ ０７２－２９８－３３９６ 

管理者 橋本 麻里子 

事業所の通常の 

事業の実施地域 
堺市南区 

利 用 定 員 ３名（予防指定認知症対応型通所介護を含む。） 

 

（２） 事業の目的及び運営の方針 

事 業 の 目 的 
認知症の症状を伴う要介護等状態の利用者に対して、適切な共用型指定認

知症対応型通所介護を提供することを目的とする。 

運 営 の 方 針 

認知症を伴い要介護状態となった場合においても、心身の特性を踏まえ

て、利用者が可能な限り住み慣れた地域での居宅において、その有する能

力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう、さらに利用者の社

会的孤立感の解消及び心身の維持並びにその家族の身体的、精神的負担の

軽減を図るために、必要な日常生活上の世話及び機能訓練等の介護その他

必要な援助を行う。 
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（３） 事業所窓口の営業日及び営業時間 

営 業 日 
月曜日から土曜日までとします。ただし、１２月３０日から１月３日まで

を除きます。 

営 業 時 間 午前８時００分～午後５時迄とします。 

 

（４） サービス提供時間 

サービス提供日 
月曜日から土曜日までとします。ただし、１２月３０日から１月３日まで

を除きます。また、台風、積雪等により臨時休業する場合があります。 

サービス提供時間 
午前８時～午後５時迄とします。ただし、必要に応じて延長サービスを提

供できるものとします。 

 

（５） 事業所の職員体制 

管理者 管理者 橋本 麻里子 

 

職 職 務 内 容 人 員 数 

管理者 

１ 従業者の管理及び利用申込にかかる調整、業務の実

施状況の把握その他の管理を一元的に行います。 

２ 従業者に、法令等の規定を遵守させるため必要な指

揮命令を行います。 

常勤 １名 

（兼務） 

生活相談員 

１ 利用者がその有する能力に応じた自立した日常生活

を営むことができるよう、生活指導及び入浴、排せつ、

食事等の介護に関する相談及び援助などを行います。 

２ 利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環

境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成す

るための具体的なサービスの内容等を記載した通所介

護計画を作成するとともに利用者等への説明を行い、

同意を得ます。 

３ 利用者へ通所介護計画を交付します。 

４ それぞれの利用者について、通所介護計画に従った

サービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行い

ます。 

５ 指定通所介護等の実施状況の把握及び通所介護計画

の変更を行います。 

常勤 １名 

（兼務） 

介護職員 
通所介護計画に基づき、必要な日常生活上の世話及び介

護を行います。 

常勤  ５名 

（うち 1名兼務） 

非常勤 ４名 

管理栄養士 栄養改善サービスを行います。 常勤 ２名（兼務） 
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３ 提供するサービスの内容及び費用について 

（１） 提供するサービスの内容 

サービス区分と種類 サ ー ビ ス の 内 容 

通所介護計画の作成 

１ 利用者にかかる居宅介護支援事業者が作成した居宅サー

ビス計画（ケアプラン）に基づき、利用者の意向や心身の

状況等のアセスメントを行い、援助の目標に応じて具体的

なサービス内容を定めた通所介護計画を作成します。 

２ 通所介護計画の作成にあたっては、その内容について利

用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得ます。 

通所介護計画の作成 

３ 通所介護計画の内容について、利用者の同意を得たとき

は、通所介護計画書を利用者に交付します。 

４ それぞれの利用者について、通所介護計画に従ったサー

ビスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行います。 

利用者居宅への送迎 

事業者が保有する自動車により、利用者の居宅と事業所まで

の間の送迎を行います。ただし、道路が狭いなどの事情によ

り、自動車による送迎が困難な場合は、車いす又は歩行介助

により送迎を行うことがあります。 

日常生活

上の世話 

食事の提供及び 

介助 

１ 食事の準備、介助を行います。 

２ 事業所では、栄養士（管理栄養士）の立てる献立表によ

り、栄養並びに利用者の身体の状況及び嗜好を考慮した食

事を提供します。 

入浴の提供及び 

介助 

利用者の状態に合わせ、入浴又は清拭・足浴(体調や希望によ

り)を行います。髭剃りについては、電動髭剃りを持参してい

ただくことが原則です。 

排せつ介助 
排泄の介助を行います。（紙オムツ・パットなど使用の方は持

参して下さい。） 

更衣介助 
介助が必要な利用者に対して、上着、下着の更衣の介助を行

います。 

移動･移乗介助 
介助が必要な利用者に対して、室内の移動、車いすへの移乗

介助を行います。 

服薬介助 
介助が必要な利用者に対して、配剤された薬の確認、服薬の

お手伝い、服薬の確認を行います。 

機能訓練 

日常生活動作を 

通じた訓練 

利用者の能力に応じて、食事、入浴、排せつ、更衣などの日

常生活動作を通じた訓練を行います。 

レクリエーション

を通じた訓練 

１ レクリエーション活動を実施することにより、心身とも

リハビリ効果があります。 

２ 利用者の選択に基づき趣味・趣向に応じた活動等の場を

提供します。 

３ 内容により別途費用がかかるものもあります。 

器具等を使用した

訓練 

利用者の能力に応じて、機能訓練指導員が専門的知識に基づ

き、器械・器具等を使用した訓練を行います。 

その他 創作活動など 
利用者の選択に基づき、趣味･趣向に応じた創作活動等の場を

提供します。 
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（２） 利用料金 

 提供するサービスの利用者負担額（介護保険を適用する場合）について 

認知症対応型型通所介護（所要時間５時間以上６時間未満） 

要介護度 基本利用料 １割負担 ２割負担 ３割負担 

要支援１ ５，６６５円 ５６７円 １，１３３円 １，７００円 

要支援２ ５，９３９円 ５９４円 １，１８８円 １，７８２円 

要介護１ ６，０２４円 ６０３円 １，２０５円 １，８０８円 

要介護２ ６，２３５円 ６２４円 １，２０５円 １，８０８円 

要介護３ ６，４４６円 ６４５円 １，２９０円 １，９３４円 

要介護４ ６，６３５円 ６６４円 １，３２７円 １，９９１円 

要介護５ ６，８３６円 ６８４円 １，３６８円 ２，０５１円 

 

認知症対応型通所介護（所要時間６時間以上７時間未満） 

要介護度 基本利用料 １割負担 ２割負担 ３割負担 

要支援１ ５，７９１円 ５８０円 １，１５９円 １，７３８円 

要支援２ ６，０７６円 ６０８円 １，２１６円 １，８２３円 

要介護１ ６，２０３円 ６２１円 １，２４１円 １，８６１円 

要介護２ ６，３８２円 ６３９円 １，２７７円 １，９１９円 

要介護３ ６，５８３円 ６５９円 １，３１７円 １，９７５円 

要介護４ ６，７９４円 ６８０円 １，３５９円 ２，０３９円 

要介護５ ６，９８４円 ６９９円 １，３９７円 ２，０９６円 

 

認知症対応型通所介護（所要時間７時間以上８時間未満） 

要介護度 基本利用料 １割負担 ２割負担 ３割負担 

要支援１ ６，５１９円 ６５２円 １，３０４円 １，９５６円 

要支援２ ６，８４６円 ８８５円 １，３７０円 ２，０５４円 

要介護１ ６，９９４円 ７００円 １，３９９円 ２，０９９円 

要介護２ ７，２２６円 ７２３円 １，４４６円 ２，１６８円 

要介護３ ７，４３７円 ７４４円 １，４８８円 ２，２３２円 

要介護４ ７，８４８円 ７８５円 １，５３０円 ２，２９５円 

要介護５ ７，９６５円 ７９７円 １，５９３円 ２，３９０円 
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認知症対応型通所介護（所要時間８時間以上９時間未満） 

要介護度 基本利用料 １割負担 ２割負担 ３割負担 

要支援１ ６，６９９円 ６７０円 １，３４０円 ２，０１０円 

要支援２ ７，０３７円 ７０４円 １，４０８円 ２，１１２円 

要介護１ ７，２０６円 ７２１円 １，４４２円 ２，１６２円 

要介護２ ７，４１７円 ７４２円 １，４８４円 ２，２２５円 

要介護３ ７，６４９円 ７６５円 １，５３０円 ２，２９５円 

要介護４ ７，８７０円 ７８７円 １，５７５円 ２，３６２円 

要介護５ ８，１３４円 ８１４円 １，６２７円 ２，４４１円 

※ 上記基本利用料の他下記の加算を算定する場合があります。 

加 算 利用料 
利用者負担額 

１割負担 ２割負担 ３割負担 

入浴介助加算 ４２２円 ４３円 ８５円 １２７円 

若年性認知症利用者受入加算 ６３３円 ６４円 １２７円 １９０円 

サービス提供体制強化加算Ⅰイ ２３２円 ２４円 ４７円 ７０円 

延長加算（１時間ごとに） ５２７円 ５３円 １０６円 １５９円 

※ 送迎を行わない場合の減算は、片道４７単位（４９円）の減算になります。 

※ 消費税は非課税です。介護職員処遇改善加算Ⅰは、通所介護の合計単位数の１０．４％、

介護職員等特定処遇改善加算は３．１％になります。 

① 利用者が、要介護認定を受けていない場合は、一旦サービス利用料金の全額をお支払いい 

ただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻されま

す（償還払い）。また、居宅サービス計画が作成されていない場合も償還払いとなります。償

還払いとなる場合、利用者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した「サー

ビス提供証明書」を交付します。 

② 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、利用者の負担額を

変更します。 

③ 利用者負担額は、上記のとおり、基本的は基本利用料の１割相当額ですが、一部２割負担と

なる方がいらっしゃいます。(「介護保険負担割合証」を確認してください。) 

④ サービス提供時間数は、実際にサービス提供に要した時間ではなく、居宅サービス計画及

び通所介護計画に位置付けられた時間数（計画時間数）によるものとしますが、利用者の希

望又は心身の状況等により、あるサービス提供日における計画時間数を短縮する場合は、そ

の日にかかる通所介護計画を変更し、変更後のサービス提供時間数に応じた利用料となりま

す。なお、引き続き計画時間数とサービス提供時間数が異なる場合は、利用者の同意を得て、

居宅サービス計画の変更の援助を行うとともに通所介護計画の見直しを行います。 

⑤ 月平均の利用者が事業所の定員を上回った場合又は通所介護事業者の従業員が下回った場

合は、上記金額のうち基本単位数にかかる翌月の利用料及び利用者負担額は７０／１００と

なります。 
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（３）その他の費用について 

送迎費 
利用者の居宅が、通常の事業の実施地域以外の場合、片道１００円を請求

いたします。 

キャンセル料 

利用予定日の前日までに連絡がなかった（当日キャンセル）場合は、当日

の利用料の全額及び食費をお支払いいただきます。ただし、利用者の病状

の急変や急な入院等の場合は、キャンセル料は請求いたしません。 

食事の提供に要す

る費用 

７００円（1食当り 食材料費及び調理コスト） 

ただし、行事食の場合は、別途料金になります。 

おむつ代 実費 

リクリエーション 

クラブ活動 

利用者の希望によりレクリエーションやクラブﾞ活動に参加していただく

ことができます。 

例：生け花(フラワーアレンジメント)：１，０００円前後 

喫茶 利用料金：１杯１００円前後 

その他、レクリエーションの内容により材料費など発生する場合がありま

す。 

日常生活費 

１ 日常生活品の購入代金等利用者の日常生活に要する費用で、利用者に

負担いただくことが適当であるものにかかる費用を負担していただきま

す。 

 例 

紙パンツ・オムツ １６０円 (当ホーム用を使用時) 

パット類 (小)４０円・(大)６０円 

連絡用バインダー ２００円（利用の様子を記載したものを綴ります。） 

カードケース １００円（服薬や自宅の鍵など大切な持参品の入れ物） 

２ 理美容サービス 理容師や美容師の出張によるサービスをご利用いた

だけます。 

３ その他 別途（必要時に事前に連絡します） 

４ 水分補給 １２０円より (希望時や水分不足時など) 

複写物の交付 

契約者（利用者）は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できま

すが、複写物を必要とする場合は、実費を負担していただきます。写真の

焼増しも可能です。 

１枚につき１０円（コピー代金）なお、個人情報の取り扱いが厳しくなっ

ておりますので、申請者の身分を公的機関が発行する証明書にて確認し、

必要項目、利用目的を明らかにして記録を行い、関係者へ報告し、個人情

報の有用性に配慮しながら、個人の権利利益を保護します。 

 

４ 利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）、その他の費用の請求及び支払い方法に

ついて 

利用者負担額（介護保険

を適用する場合）、その

他の費用の請求方法等 

１か月ごとに計算し、当月利用費を翌月の初回利用時に請求しますの

で、口座引き落としにてお支払い下さい。（１か月に満たない期間のサ

ービスに関する利用料金は、利用日数に基づいて計算した金額としま

す。） 

※ 利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費用の支払いについて、正当な理

由がないにもかかわらず、支払い期日から３か月以上遅延し、さらに支払いの督促から１４

日以内に支払いが無い場合は、サービス提供の契約を解除した上で、未払い分をお支払いい

ただくことがあります。 
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５ サービスの提供にあたって 

（１）サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、

要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の

住所などに変更があった場合は速やかに当事業者にお知らせください。 

（２）利用者が要介護認定を受けていない場合及び居宅介護支援が利用者に対して行われて

いない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を

行います。また、必要と認められるときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも利用

者が受けている要介護認定の有効期間が終了する３０日前にはなされるよう、必要な援

助を行います。 

（３）利用者にかかる居宅介護支援事業者が作成する「居宅サービス計画（ケアプラン）」に

基づき、利用者及びその家族の意向を踏まえて、｢通所介護計画｣を作成します。なお、

作成した「通所介護計画」は、利用者又はその家族にその内容を説明いたしますので、

確認いただくようお願いします 

（４）サービス提供は「通所介護計画｣に基づいて行います。なお、「通所介護計画」は、利

用者等の心身の状況や意向などの変化により、必要に応じて変更することができます。 

（５）従業者に対するサービス提供に関する具体的な指示や命令は、すべて事業所が行いま

すが、実際の提供にあたっては、利用者の心身の状況や意向に充分な配慮を行います。 

 

６ 心身の状況の把握 

指定通所介護等の提供にあたっては、居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議

等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉

サービスの利用状況等の把握に努めるものとします。 

 

７ 緊急時の対応方法について 

通所サービス利用中に、利用者が、体調不良や転倒などで、緊急を要する際に連絡が取れ

るように以下の手順で行います。 

① 家族の自宅又は携帯電話への電話連絡。つながらない場合は、緊急連絡先以外の家族

へ連絡します。 

② 緊急の度合いに応じて、利用者の主治医に連絡し指示を仰ぎます。 

③ 救急車を要請します。 

緊急の状態の有無を、管理者・看護師・介護士が的確に判断し家族と連絡を取り合い、

状況に応じて対応します。 

※ 緊急時の連絡先(主治医・家族２名)をデイサービス利用前面接報告書に記入していた

だきます。 

８ 非常災害対策 

（１）事業所に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取り

組みを行います。 

災害対策に関する担当者（防火管理者） 森 清 
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（２）非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を

整備し、それらを定期的に従業員に周知します。 

（３）定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。 

 

９ サービス提供に関する相談、苦情について 

（１）提供したサービスにかかる利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応する

ために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を採ります。 

（２）提供したサービスに関し、法第２３条の規定により市町村が行う質問若しくは照会に、

又市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合は、当

該指導又は助言に従って必要な改善を行います。 

（３）提供したサービスに対する利用者等からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が行

う調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会からの指導又は助言を受けた場合

は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行います。 

 

【苦情申立の窓口】 

【事業者の窓口】 

苦情受付担当者（管理者）橋本 麻里子 

苦情解決責任者（理事長）橋本 和典 

（所在地）堺市南区御池台５丁２番２号 

（電 話） ０７２－２９３－４８００ 

（ＦＡＸ） ０７２－２９８－３３９６  

受付時間は、毎日 午前９時～午後５時まで電話

及び面接にて対応します。 

【第三者委員】 
大槻 玲子  ０７２－２９９－６２７５ 

山口 ヤエコ ０７２－２９９－９１６９ 

大阪府国民健康保険団体連合会 

（所在地）大阪市中央区常盤町１-３-８  

（電 話） ０６-６９４９-５４１８ 

（ＦＡＸ） ０６-６９４９-５４１７ 

堺市南区役所保健福祉総合センター 

地域福祉課 

（所在地）堺市南区桃山台１-１-１ 

（電 話） ０７２-２９０-１８１２ 

（ＦＡＸ） ０７２-２９０-１８１８ 

堺市健康福祉局長寿社会部 

介護保険課 

（所在地）堺市堺区南瓦町３-１ 

（電 話） ０７２-２２８-７５１３ 

（ＦＡＸ） ０７２-２２８-７８５３ 

堺市堺区役所保健福祉総合センター 

地域福祉課 

（所在地）堺市堺区南瓦町３-１ 

（電 話） ０７２-２２８-７４７７ 

（ＦＡＸ） ０７２-２２８-７８７０ 

堺市中区役所保健福祉総合センター 

地域福祉課 

（所在地）堺市中区深井沢町２４７０-７ 

（電 話） ０７２-２７０-８１９５ 

（ＦＡＸ） ０７２-２７０-８１０３ 

堺市東区役所保健福祉総合センター 

地域福祉課 

（所在地）堺市東区日置荘原寺町１９５-１ 

（電 話） ０７２-２８７-８１１２ 

（ＦＡＸ） ０７２-２８７-８１１７ 
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堺市西区役所保健福祉総合センター 

地域福祉課 

（所在地）堺市西区鳳東町６-６００ 

（電 話） ０７２-２７５-１９１２ 

（ＦＡＸ） ０７２-２７５-１９１９ 

堺市北区役所保健福祉総合センター 

地域福祉課 

（所在地）堺市北区新金岡町５-１-４ 

（電 話） ０７２-２５８-６７１１ 

（ＦＡＸ） ０７２-２５８-６８３６ 

堺市美原区役所保健福祉総合センター 

地域福祉課 

（所在地）堺市美原区黒山１６７-１ 

（電 話） ０７２-３６３-９３１６ 

（ＦＡＸ） ０７２-３６２-０７６７ 

その他住民票所在地の各市町村介護保険課 

 

１０ 秘密の保持と個人情報の保護について 

利用者又はその

家族に関する 

秘密の保持に 

ついて 

１ 事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」

（平成１５年法律第５７号）及び厚生労働省が策定した「医療・介護関

係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイドライン」を

遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

２ 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」といいます。）は、サ

ービス提供をする上で知り得た利用者及びその家族の秘密を正当な理由

なく、第三者に漏らしません。また、この秘密を保持する義務は、サー

ビス提供契約が終了した後においても継続します。 

３ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保

持させるため、従業者である期間及び従業者でなくなった後においても、

その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容とします。 

個人情報の 

保護について 

１ 事業者は、利用者からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス

担当者会議等において、利用者の個人情報を用いません。また、利用者

の家族の個人情報についても、あらかじめ文書で同意を得ない限り、サ

ービス担当者会議等で利用者の家族の個人情報を用いません。 

２ 事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙

によるものの他、電磁的記録を含む。）については、善良な管理者の注意

をもって管理し、又処分の際にも第三者への漏洩を防止するものとしま

す。 

３ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を

開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加又は削除を求められ

た場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂正

等を行うものとします。(開示に際して複写料などが必要な場合は利用者

の負担となります。) 

 

 

 

 

 

１１ 虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措

置を講じます。 
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（１）虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 管理者 橋本 麻里子 

（２）成年後見制度の利用を支援します。 

（３）苦情解決体制を整備しています。 

（４）従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を実施しています。 

（５）サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同

居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市

町村に通報します。 

 

１２ 身体拘束等について 

サービスの提供にあたっては、当該利用者又は他の入所者等の生命又は身体を保護する

ため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その利用者の行動を制限する行為を行いませ

ん。また、緊急やむを得ず身体拘束等を行う場合は、次の手続きにより行います。 

（１）身体拘束委員会を設置します。 

（２）「身体拘束に関する説明書・経過観察記録」に身体拘束にかかる対応及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得なかった理由を記録します。 

（３）利用者又はその家族に説明し、その他の方法がなかったか改善方法を検討します。 

 

１３ ハラスメントの防止について 

ハラスメントとはいろいろな場面での『嫌がらせ、いじめ』のことを言い、その種類は様々

ですが、他者に対する発言や行動等が本人の意図に関係なく、相手を不快にさせたり、脅威

を与えたりすることを指します。事業所として充分注意をしていますが、お気づきの点があ

りましたら仰ってください。また、ハラスメント等により、サービスの中断や契約を解除す

る場合がありますので、信頼関係を築くためにもご協力をお願いします。 

 

１４ 衛生管理等 

（１）衛生管理について 

利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管

理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じます。 

（２）感染症対策マニュアル 

ノロウイルス・インフルエンザ等の感染症予防マニュアルを整備し、従業者に周知徹

底しています。また、従業者への衛生管理に関する研修を年１回行っています。 

（３）他関係機関との連携について 

事業所において食中毒及び感染症が発生し又は蔓延しないように必要な措置を講じま

す。また、食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保

健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

 

１５ 事故発生時の対応方法について 
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利用者に対する指定通所介護等の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の

家族、利用者にかかる居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じま

す。 

 

また、利用者に対する指定通所介護等の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、

損害賠償を速やかに行います。 

なお、事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

保険会社名 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

 

１６ サービス利用に関する留意事項 

事業所の利用にあたって、事業所に入所されている利用者の共同生活の場としての快適性、

安全性を確保するため、次の事項をお守りください。 

送迎 

１ 送迎時の寄り道等は、お断りします。 

２ サービス提供時間の延長・短縮については、送迎時間等の関係上、

希望に沿うことができない場合があります。 

体調確認 当施設に到着後、健康チェックを行います。 

体調不良等による 

サービスの 

中止・変更 

健康チェックの結果、体調が悪い場合や利用中に体調が悪くなった場合

は、サービスの利用の中止又は、変更する場合があります。 

施設・設備の使用上

の注意 

１ 施設等は、その本来の用途に従って利用して下さい。 

２ 故意に又は僅かな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設設

備を壊したり、汚したりした場合は、契約者の自己負担により原状に

復していただくか、又は相当の代価をお支払いしていただく場合があ

ります。 

３ 利用者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要が

あると認められた場合は、必要な措置をとることができるものとしま

す。ただし、その場合、本人のプライバシー等の保護について、十分

な配慮を行います。 

迷惑行為 
雑音、口論、暴力、喧嘩等他の利用者の迷惑になる行為はしないでくだ

さい。 

金銭及び貴重品 

の管理 
現金や貴重品は持ちこまないでください。 

宗教活動・ 

政治運動 

事業所内で他の利用者や事業所職員に対し、迷惑を及ぼすような宗教活

動、政治活動、営利活動を行うことはできません。 

医療行為 
医療行為は致しません。ただし、看護職員、機能訓練指導員が行う診療

の補助行為を除きます。 

喫煙 決められた喫煙スペース以外での喫煙はできません。 

 

１７ サービス利用をやめる場合（契約の終了について） 

契約の有効期間は、契約締結の日から利用者の要介護認定の有効期間満了日までですが、

契約期間満了の２日前までに契約者(利用者)から契約終了の申し入れがない場合は、契約は、
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同じ条件で更新（自動更新）され、以後も同様となります。 

契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができます

が、仮にこのような事項に該当するに至った場合は、事業所との契約は終了します。 

（１）利用者が死亡した場合 

（２）介護認定により利用者の心身の状況が自立と判定された場合 

（３）事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖した

場合 

（４）施設の滅失や重大な毀損により、利用者に対するサービスの提供が不可能になった場

合 

（５）事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

（６）契約者(利用者)から解約又は契約解除の申し出があった場合（詳細は以下を参照して

下さい。） 

（７）業者から契約解除を申し出た場合（詳細は以下を参照して下さい。） 

 

１８ 契約者(利用者)からの解約・契約解除の申し出 

契約の有効期間であっても、契約者(利用者)から利用契約を解約することができます。そ

の場合は、契約終了を希望する日の７日前までに解約届出書を提出してください、以下の場

合は、即時に契約を解約・解除することができます。 

（１）介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

（２）利用者が入院された場合 

（３）利用者の「居宅サービス計画（ケアプラン）」が変更された場合 

（４）事業者若しくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める通所介護サービスを

実施しない場合 

（５）事業者若しくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

（６）事業者若しくはサービス従事者が故意又は過失により利用者の身体・財物・信用等を

傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場

合 

（７）他の利用者が利用者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れがあ

る場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

 

１９ 事業者からの契約解除の申出 

以下の事項に該当する場合は、本契約を解除させていただくことがあります。 

（１）契約者(利用者)が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故

意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情

を生じさせた場合 

（２）契約者(利用者)による、サービス利用料金の支払いが３か月以上遅延し、相当期間を

定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合 

（３）契約者(利用者)が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者若しくは他
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の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなど

によって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

（４）入院などで長期間欠席が続く場合、利用者・家族・担当ケアマネジャーと協議し、契

約解除の検討をします。 

２０ 契約の終了に伴う援助 

契約が終了する場合は、事業者は利用者の心身の状況、置かれている環境等を勘案し、必

要な援助を行うよう努めます。 

 

２１ 重要事項の掲示について 

事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他サービスの選択に資する重要

事項を掲示します。 

 

２２ 居宅介護支援事業者等との連携 

（１）指定通所介護等の提供にあたり、居宅介護支援事業者及び保健医療サービス又は福祉

サービスの提供者と密接な連携に努めます。 

（２）サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する「通所介護計画の写

しを、利用者の同意を得た上で居宅介護支援事業者に速やかに送付します。 

（３）サービスの内容が変更された場合又はサービス提供契約が終了した場合は、その内容

を記した書面又はその写しを速やかに居宅介護支援事業者に送付します。 

 

２３ サービス提供の記録 

（１）指定通所介護等の実施ごとに、事業所は、指定通所介護等に関する諸記録を整備し、

その完結の日から２年間(サービス提供記録は提供の日から５年間)は保存します。 

（２）契約者若しくはその代理人の請求に応じて記録を閲覧させ、又は複写物を交付するも

のとします。ただし、複写物の交付にかかる費用は実費をいただきます。 

 

２４ 職員の質の向上について 

職員の質的向上を図るための研修の機会を設けると共に、業務体制を整備します。 

（１） 採用時研修  採用後１か月以内 

（２） 継続研修   随時 

 

２５ 重要事項説明の年月日 

この重要事項説明書の説明年月日 令和   年   月   日 

上記内容について、利用者に説明を行いました。 

事

業

者 

所 在 地 堺市南区御池台５丁２番２号 

法 人 名 社会福祉法人 朋和会 
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代 表 者 名 理事長 橋本 和典               

事 業 所 名 和み
なご

の話
わ

 年輪 

説 明 者 氏 名                        印 

上記内容の説明を事業者から受け、内容について同意し、重要事項説明書の交付を受けました。 

利用者 
住 所 

 

氏 名                       印 

家 族 

（続柄） 

住 所 
 

氏 名                       印 

 

代理人 
住 所 

 

氏 名                       印 

 


